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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトは、サービス産業の発展に貢献できる理論的な枠組みを構築する
ことを目的としている。具体的には、サービス産業における収益性向上のメカニズムを明らかにすること、マネ
ジメントプロセスの業界横断的な移転を促進することであった。そのために、実務家へのヒアリングや事例研究
を進めた。2018年度内には、研究成果の書籍化が予定されている。共同研究会では、日本版顧客満足度指数のデ
ータベースを有効に活用した事例研究が行われた。研究成果は、雑誌・新聞などを通して発信が試みられた。と
くにサービス・イノベーションに取り組んで付加価値向上につなげた企業のビジネスモデルに焦点を当てた。

研究成果の概要（英文）：We intended to build a new theoretical framework for contributing to develop
 the Japanese service industries. Specifically, we identified the mechanisms to successfully induce 
high profit/productivity of major Japanese companies in service industry. At the same time, we tried
 to promote the business system transfer of best practices in management process into companies 
across service industry. To do so, we implemented the desk research and intensive interviews with 
practitioners who have been operating the high-performance businesses. A new book will be published 
with data analysis and findings by case studies based on JCSI. A special joint seminar has been 
organized by our research team. More than 30 practitioners from major retail and service companies 
participated in the sessions. Our research findings appeared in the popular newspapers / on-line 
magazines and major business journals. We focused on the business models with high added value of 
best practice companies.

研究分野：マーケティング
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  ３版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
＜サービス研究の学術的な位置づけ＞ 
サービス業を対象にしたアカデミックな
研究は、マーケティングや経営学では新しい
リサーチ領域である。欧米の研究者（Kotler 
& Keller 2014 など）が構築してきたマーケ
ティングの理論体系は、「モノ製品」を中心
に構築されている（小川 2009）。サービスが
固有の研究領域だと認識されるようになっ
たのは、マーケティングの研究史的にはごく
最近のことである（Lovelock 2001）。 
日本のサービスマーケティング研究でも、
基礎概念が紹介されはじめたのは、1990 年に
入ってからである（近藤隆雄『サービス・マ
ーケティング（第二版）』『サービス・イノベ
ーション』）。ほぼ同じ時期に、当時慶応大学
ビジネススクール教授だった嶋口充輝氏が、
サービス業における「顧客満足」の重要性を
指摘し、顧客サービス対応の善し悪しが企業
の業績に大きな影響を与えることが認識さ
れるようになった（嶋口充輝『顧客満足型マ
ーケティングの構図』、1994）。 
標準的なサービスマーケティング研究の
枠組み（Grove, Fisk, and John 2003）に変
化が生まれるのは、ふたつの論文（著作）が
きっかけになっている。ひとつは、モノとサ
ービスを区別しないで統合的に扱うマーケ
ティングの枠組み「SDL(Service Dominant 
Logic)」が提唱され、サービスマーケティン
グの研究が進展したことである（Lusch and 
Vargo 2006）。SDL と関連した日本人研究者に
よるリサーチとしては、藤川（2008）、南
（2008）小野（2008、2013）などがある。 
もうひとつは、米国ミシガン大学のチーム
が開発した CSI（顧客満足度）の調査システ
ムの登場である。CS を測定する基本的な枠組
みを考案したのは、ミシガン大学の Fornell
教授である（Fornell 1992）。彼らのチーム
が開発した「顧客満足度指数」（ACSI：
American Customer Satisfaction Index）は、
米国経済におけるサービスの生産性を測定
する指標として、証券アナリストなども含む
広範な層に活用されている（Fornell et al. 
1996）。 
英国やスウェーデンなどの欧州諸国では
独自の調査システム（たとえば、National 
Customer Satisfaction Barometer）が利用
されているが、アジアの国（中国、韓国、シ
ンガポールなど）では、ミシガン大学の ACSI
モデルが「標準モデル」として採用されてい
る。 
 

＜日本版顧客満足度指数の開発と活用＞ 
日本でも、ようやくサービスマーケティン
グの研究者が増えている。しかし、理論研究
の面では、質量ともに欧米に比べてサービス
研究の発展が遅れてしまった。ただし、応用
研究面では、日本人のアカデミックな研究成
果が実業界に貢献できた事例が登場してい
る。2007 年から開発がはじまり 2009 年より
一般にも公開されている「日本版顧客満足度
指数」（JCSI）のデータベースである。本プ
ロジェクトでは、9年分のデータが蓄積され
ている JCSI のデータベース（2009 年～2017
年）を活用することで、サービス業の生産性
（収益性）を向上させるための理論研究を推
進することを目指してきた。 
なお、本研究プロジェクトを推進してきた
中心メンバーの二人（小川と小野）は、日本
版顧客満足度指数（JCSI）の調査システムの
開発において、設計者として主導的な役割を
果たしてきた。現在も、JCSI の開発改善チー
ムの委員長（小川）と主査（小野）として CS
データの活用と普及の役割を継続して担っ
ている。その意味で、日本最大の消費者調査
システム（JCSI）のデータベースを活用して、
日本のサービス業の生産性を高めることに
貢献する使命と義務を担っている。本プロジ
ェクトには、そうした目的を達成するための
研究という実務的な側面もあった。 
 
２．研究の目的 
研究の背景で述べたわれわれの使命を実
現するため、本プロジェクトでは、以下の 3
つの具体的な課題を設定することになった。 
 
（１）日本のサービス産業の生産性を高める
ことに貢献すること 
グローバルにもいまだ競争優位を保って
いる製造業とは異なり、日本のサービス産業
は先進国の中では相対的に生産性が低いと
言われている。ひとつの産業群として日本の
サービス産業を見たときの最大の課題は、国
全体としてサービスの生産性を高め、結果と
して個別の業種や企業の収益性を向上させ
ることである。そのために必要なアプローチ
は、サービス業の経営に「科学的なメス」を
入れることである。 
（２）サービス産業における収益性向上のメ
カニズムを明らかにすること 
日本のマーケティング研究では、サービス
業のマネジメントプロセスの研究があまり
進んでいなかった。研究者が率先して担うこ
とができるリサーチ課題として、サービスの



経営を対象に、CS（顧客満足）や ES（従業員
満足）がサービスの生産性と収益性にどのよ
うに影響するのかのマネジメントプロセス
を明らかにする必要がある。とくに顧客満足
度の改善が業績の向上に寄与するメカニズ
ムをロジカルに解明できれば、サービス業の
実務にも大いに役に立つことになる。 
（３）マネジメントプロセスの業界横断的な
移転を促進すること 
製造業の生産性向上運動では、米国のモデ
ル（デミング博士の QC 理論）を日本に持ち
込んで大きな成功を収めた。サービスマーケ
ティング研究の枠組みが登場する、そのはる
か昔（約 50 年前）のことである。しかしな
がら、労働環境が大きく異なるサービス産業
では、同様な経営プロセスの分析手法をその
まま移転することは困難のように見えた。代
替的な手法として、他サービス業のベストプ
ラクティスに学ぶ方が成功への近道かもし
れない。そこで、具体的には、2009 年から実
用に供されている「JCSI(日本版顧客満足度
指数)」のデータベースを活用し、サービス
の生産性を向上するための研究成果を産業
界に公開する方法をわれわれは選ぶことに
した。 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトでは、4つのサブプロ
ジェクトを並行して実施してきた。それぞれ
のサブプロジェクトは、採用されているリサ
ーチ手法が大きく異なっている。また、実施
期間の年度ごとに、全体の中でのリサーチの
時間配分のウエイトも異なっていた。順番に
説明していくことにする。 
 
（１）「9年間の JCSI データを用いた総合的
な理論的・実証的研究」 
主として小野が担当したサブプロジェク
ト。その成果は、本研究が完了した 2018 年 4
月に、SPRING（サービス産業生産性協議会）
が発行しているレポート「顧客満足度調査が
教えてくれたこと」（小野）というタイトル
で発表された。小野の研究は、2018 年度中に、
『サービス・エクセレンス』という書名で有
斐閣から刊行が予定されている。 
（２）「実務家を巻き込んだデータ分析ワー
クショップ」 
小川と小野が調査会社のインテージと提
携して、2014 年から継続実施してきたサブプ
ロジェクト。本研究プロジェクトがスタート
するきっかけになった共同セミナーでもあ
る。ワークショップの狙いは、実務家たちが

共同で自社・他社の CS データを分析するこ
とである。最終的な到達目標は、「顧客満足
度の改善が業績の向上に寄与するメカニズ
ムを解明すること」であった。成果は、2018
年度中に、生産性出版から書籍化が計画され
ている。 
（３）「JCSI データを用いた企業事例研究」 
主として小川が担当した。研究期間の前後
（2013 年～2017 年）で、企業業績の急激な
変化を経験した企業を取り上げ、売り上げや
客数、収益の変化が CS 関連指標の変化でど
のように説明できるかをケーススタディし
たものである。その成果は、新聞や雑誌に事
例として発表してきた（小川は『新潮 45』な
どに発表の機会を得ている。小野は『日経産
業新聞』で連載を担当した）。 
（４）「新しい統計手法を JCSI データに応用
する研究」 
豊田と小川が担当した研究ユニット。JCSI
データの応用分野を広げるため、新しい統計
手法である QCA（質的比較分析）の適用可能
性を推進するための応用研究である。手法の
研究では豊田が開発に着手し、豊田と小川が
共同でその成果を学会で発表した。適応した
サービス分野は、コンビニエンスストア業界
だった。この研究は、学会誌『マーケティン
グサイエン』（日本マーケティングサイエン
ス学会）に投稿を予定している。 
 
４．研究成果 
初年度（2015 年度）は、サービスマーケテ
ィングの理論をベースに、日本版顧客満足度
指数（JCSI データベース）を有効活用して、
顧客のサービス利用経験データに基づく実
証分析を進めた。小野は、JCSI データを用い
て CSI（満足度指数）とロイヤルティの関連
性について、スイッチングコストと他者推奨
の要因を加えた理論モデルを構築し、実証研
究を行った。小野（2016）は、「サービスエ
クセレンスと顧客戦略」という論文名で『流
通研究』にその成果を発表している。 
小野と小川は、サービス業界の CS 担当者
を集めて共同研究会を開いた。事業レベルの
成果と CSI との関連性について、事例研究を
踏まえた理論的・実証的研究を蓄積した。こ
の研究会（顧客マーケティング研究会）では、
CSI 指標を基に、幅広い業界のサービス生産
性について、CS 関連部門の担当者と勉強会を
重ねた（2015 年度内に計 7回）。サービス、
とりわけ流通業の川上から川下への展開に
ついて、新しい動きを取材しながらリサーチ
を進めた。 



小川は、サービスの中でも特に流通業のビ
ジネスモデルに注目し、実務家や現場での取
材を行った。実務担当者との意見交換を通じ、
川上（1次産業）から川下までを統合する SPA
モデル、分散型の個店経営モデルなど、新し
い流通ビジネスモデルに関する研究を進め
た。その成果は、無印良品（松井忠三元会長）
が開発した「MUJIGRAM」の独自性（『販売革
新』（2016 年 4月号）、「農と食の垂直統合型
モデル」や「食品スーパーの個店経営」の優
位性（『商品商業』2016 年 1月号）について、
いくつかの理論仮説を提示した。その際、研
究成果の実務へのフィードバックとアジア
市場への応用を視野に入れた研究も重ねて
きた。その成果を実務家に向けて流通専門誌
や経済紙に発表した。 
JCSI の顧客満足度測定の枠組みについて
は、アジア地域に拡張することを目的にプロ
ジェクトを発足させ、アジアにおけるマーケ
ティング関連の実務家との交流も始めた。 
 
2016 年度は、当初設定した３つの目的を検
証するために、実務家へのヒアリングや共同
研究会、事例研究を継続して進めた。小野は、
JCSI データを用いて、CSI（顧客満足度指数）
と収益の関連に関する理論研究（累積的満足
度モデル）に取り組んだ。また、各業界の CS
担当者との共同研究会を通じて、業種の特性
に応じたサービスモデルの分析と経営改善
への活用を重視したCSI分析手法を深化させ
た。 
小野（2017）は、自らが提起した累積的顧
客満足モデル（小野 2016）をベースに、JCSI
データの分析結果を発表している。ロイヤル
ティの源泉としての顧客満足は、顧客期待、
知覚品質、知覚価値といった３つの先行要因
によって影響を受ける。論文では、８年間分
の JCSI データを用いて、SEM（共分散構造分
析）モデルのパス係数がどのように推移した
かを見ている。同一業界ならびに同一ブラン
ドにおける顧客ロイヤルティと顧客満足の
源泉が、時間の経過に伴って変化することが
実証的に明らかにされた。 
小川は、特に流通業に注目し、実務家や流
通現場のヒアリング、実査を重ねた。川上～
川下までを統合するSPAモデルや分散型個店
経営モデルなど、サービスの付加価値向上に
つながる新しいビジネスモデルの研究を進
めた。また、コンビニエンスストア（ローソ
ン、セブン‐イレブン）や物流業者（ヤマト）、
エンタテインメント（オリエンタルランド）

などの分野では、個別企業の経営戦略と生産
性のデータを結びつけた考察を行った。 
研究活動の二年目にあたる 2016 年度は、
JCSI 指標をもとに、幅広い業界にわたるサー
ビス生産性、CS 関連部門の担当者と意見交換
や勉強会を通じて、JCSI 理論の深化と応用可
能性の拡大に取り組んだ。 
 
最終年度（2017 年度）は、研究成果を書籍
化するため、ほぼ一カ月ごとに法政大学で出
版のための研究会を開催した（全 5回）。参
加者は、研究代表者の小川と小野、JCSI の調
査協力企業でもある「インテージ・コンサル
ティング」のふたりの社員であった。研究会
の成果は、生産性出版から書籍として刊行さ
れる予定になっている。 
豊田と小川は、「日本マーケティングサイ
エンス学会（101 回大会と 102 回大会）にお
いて、QCA（質的比較分析）の枠組みを JCSI
データに応用する研究チームを組織した。研
究テーマは、「JCSI を用いた顧客満足獲得パ
ターン分析QCAを活用した顧客セグメンテー
ション」であった。学会発表の内容を簡単に
要約して示す。 
JCSI を用いた顧客満足度の形成プロセス
研究は、ほとんどが線形モデルを前提にして
いる。しかし、実際の顧客の満足は、個別の
評価項目の線形結合で説明できる部分のみ
ではない。交互作用を含めて、「ある条件が
満たされていなくても、他の条件が満たされ
ていれば満足」といった項目評価の組み合わ
せで CS が形成されることもある。非線形性
を取り入れた手法（QCA）を、コンビニの CS
データに適応してみた。具体的には、主要 3
ブランドの CS スコアを結果系変数として、
顧客期待や知覚品質など主要6指標を原因系
変数として採用した分析を試みた。その結果、
満足形成および不満足形成パターンにブラ
ンドごとに共通するものと異なるものが抽
出できることが確認された。 
本プロジェクトのもっとも大きな研究成
果のひとつが、小野（2018）の CS 研究であ
る。小野は、CSI データを用いて、顧客満足
度指数（CSI）と収益の関連に関する理論研
究に取り組んできた。その研究成果が、有斐
閣より『サービス・エクセレンス（仮）』と
して刊行される。 
なお、本プロジェクトでの取り組みは、
2018 年 5月から発足した新たな研究会「顧客
起点のサービス・マーケティング研究会」に
引き継がることになった。 
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